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 長野労働局 
労 働 基 準 監 督 署 ・ハローワーク 

2022 年度（令和４年度） 

長野労働局のとりくみ 

～誰もが安心して働ける信州のために～ 

（行政運営の重点事項） 

上高地 

宝剣岳 

鏡池 

白駒の池 
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【参考】＜有効求人数・有効求職者数・有効求人倍率の推移（季節調整値）＞ 
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 労働行政を取り巻く情勢に対応した課題と方針 

１ 女性活躍・男性の育児休業取得等の促進 

２ 新規学卒者等への就職支援 

３ 非正規雇用労働者等へのマッチングやステップ 

アップ支援 

４ 就職氷河期世代の活躍支援 

５ 高齢者の就労・社会参加の促進 

６ 障害者の就労促進 

７ 外国人に対する支援 

Ⅰ 誰もが働きやすい職場づくり（P２～10） 

１ 労働者が安全で健康に働くことができる環境の整備 

２ 法定労働条件の確保・改善及び長時間労働の是正 

３ 中小企業に対する適切な労務管理の助言等 

４ 感染症の影響を踏まえた労務管理に関する啓発指導 

５ 最低賃金・賃金引上げに向けた生産性向上等の推進 

６ 迅速かつ公正な労災認定等 

７ 働きやすい職場環境の整備 

１ 雇用の維持・在籍型出向の取組への支援 

２ 人手不足分野や地域間の円滑な労働移動の推進 

３ デジタル化の推進 

Ⅱ 雇用維持・労働移動等に向けた支援や 
デジタル化への対応（P11～13）     

Ⅲ 多様な人材の活躍促進（P14～21） 

目 次 

現下の労働行政の最大の課題は、長期化する

新型コロナウイルス感染症への対応であるが、ま

た同時に、少子高齢化・生産年齢人口の減少と

いう我が国の構造的な課題がある中で、国民一

人ひとりが豊かで生き生きと暮らせる社会を作るた

めには、成長と分配の好循環による持続可能な

経済社会の実現が不可欠である。そのためには、

労働生産性と労働分配率の一層の向上が必要で

あり、人材ニーズに柔軟に対応した人材開発、成

長分野への労働移動の円滑化支援といった「人 

への投資」や、賃上げしやすい環境整備などに取り

組むことが重要である。 

さらには、令和３年における労働災害による死傷

者（休業４日以上）は 2,000 名を超え、うち死亡者

は 15 名にも及んでおり、すべての労働者が安全・安

心で働ける職場環境の構築も急務である。 

このような情勢のもと、令和４年度において、労働

行政が果たすべき役割は大きく、このことをしっかりと

自覚し、各施策を適正かつ迅速に推進していく。 

（Ｒ3 年度は 1 月末までの平均値） 

●企業認定制度、行政施策 PR キャラクターの紹介 

●長野労働局の組織と所掌事務・相談先 

●長野労働局組織の所在・連絡先 

【巻末】（P22～） 
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（１）死亡災害の撲滅 
ア) 死亡災害の急増した建設業において墜落災害、重機災害、崩壊災害等の防止を推進します。 

イ) 製造業における動力機械へのはさまれ・巻き込まれ災害、クレーンなど物上げ装置・運搬

機械に関する災害、自動車整備・機械修理作業における災害などの防止を推進します。 

ウ) 様々な業種で発生しているフォークリフト災害の防止を推進します。全業種で義務化され

たチェーンソーによる伐木作業の安全基準と特別教育や防護ズボンの着用の徹底を図ります。 

エ) 関係団体等と連携・協働するとともに、死亡災害の概要や再発防止対策などを周知します。 

（２）大幅に増加した労働災害の防止 
ウ)増加する高年齢者や外国人の労働災害

を防止するため、エイジフレンドリーガイ

ドラインと補助金、外国人向け外国語安全

衛生教育教材の活用を指導・周知します。 

ア) 過去最多の災害件数の運送業で多発する荷

役災害を防止するため、運送事業者と荷主事業

場の双方に対し、荷役作業安全対策ガイドライ

ンに基づき指導・周知を行います。 

イ）増加が続く介護施設や小売業の労働災害、

雪下ろし時の屋根からの墜落など冬季特有の労

働災害の防止を推進します。 

令和３年の県内の労働災害による死亡者数は 15 人と、今なお毎年多くの尊い命が失われて
おり、休業４日以上の死傷者数は 2,132 人（前年比+4.6％）で直近 15 年間で最多となりまし
た。また、建築物や工作物には石綿が多く残されており、解体や改修工事等で命に関わる石綿
関連疾患の防止が課題です。 

「労災による死亡者を、悲しみをゼロに」を合言葉に、死亡災害を中心に労働災害の防止を
図る必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 Ⅰ 誰もが働きやすい職場づくり 

取 組 

労働災害防止啓発ポスター（平成２年） 

課 題 

１ 労働者が安全で健康に働くことができる環境の整備 

注：（ ）内は新型コロナウイルス

感染症を含めた労働災害件数 

第 13次計画の目標 
（2018-2022年） 

○全産業の死亡者数 

2022年に 2017年比 

で１５％減少 

○全産業の休業 4日以上 

の死傷者数

 2022年に 2017年比 

 で５%減少 
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（３）健康障害の防止 
ア) 石綿関連疾患を防止するため、解体業

者からリフォーム業者まで幅広い対象に対

し、本年４月に義務化される事前調査結果

報告の提出を徹底し、事前調査実施者の資

格要件化に伴う講習の早期受講を指導する

など、改正石綿障害予防規則の周知徹底と

指導を行います。 

イ) 化学物質対策が事業者による自律的管

理方式へと抜本的に改正される予定である

ことから、施行に向けて幅広く周知徹底し

ます。 

ウ) 令和３年４月施行の放射線業務におけ

る眼の水晶体の健康障害防止のための規則

改正を周知徹底します。令和５年４月まで

に段階的に施行される金属アーク溶接作業

におけるヒュームのばく露防止強化の規則

改正の周知徹底を図ります。 

エ）ストレスチェック結果の集団分析の実

施や、積極的なメンタルヘルス対策を実施

するよう指導・啓発し、無料相談窓口など

のコンテンツを有する働く人のメンタルヘ

ルス・ポータルサイト「こころの耳」、各

種無料サービスを提供する「長野産業保健

総合支援センター」を周知します。 

【石綿建材の使用部位例】 

（国土交通省「目で見るアスベスト建材」（第２版）を一部改変） 

＜戸建住宅の例＞ 

ア) 「長野産業保健総合支援センター」の事

業者・労働者（患者）・医療機関向け相談窓

口を周知します。 

イ) 求職者（患者）に関して、ハローワーク

によるがん診療連携拠点病院における出張

相談や職業紹介などの就職支援を行います。 

なお、「労災かくし」をはじめ、重大・悪質

な労働安全衛生法令違反が認められた場合に

は、刑事事件として送検するなど厳正な対応

を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 サービス内容 

長野産業保健総合
支援センター 

労働者の健康保持・増進を図るため、産
業医・保健師･看護師･事業主･衛生管理者･
人事労務担当者などの産業保健関係者や産
業保健機関に対する支援活動を行っていま
す。（産業保健に関する窓口相談、研修、情報提
供など） 

地
域
産
業
保
健
支
援
セ
ン
タ
ー 

長野 
 産業医の選任義務のない従業員５０人未
満の職場の事業主や従業員を対象に、以下
のサービスを無料で行っています。 
・労働者の健康管理（メンタルヘルスを含

む）に係る相談（健康相談） 
・健康診断の結果についての医師からの意

見聴取   
・長時間労働者に対する面接指導 
・ストレスチェックに係る高ストレス者に

対する面接指導 
※事前に申込みが必要です。 

松本 
諏訪広域 

上小 
飯伊 

北信濃 
小諸・佐久 

上伊那 
安曇野・大北 

「職場における新型コロナウイルス感染症

の拡大を防止するためチェックリスト」等

を活用した職場における感染症防止対策に

ついて、取組を推進します。 

（４）職場における新型コロナウイ
ルス感染症防止対策等の推進 

（５）治療と仕事の両立支援の推進 

長野産業保健総合支援センターとその各
地域窓口では、各種産業保健サービスを
原則無料で提供しています。詳しくは、
同センターＨＰをご覧ください。 

窯業系サイディング 
複合金属系サイディング 

住宅屋根用化粧スレート 
ルーフィング 

セメント円筒 

けい酸カルシウム板 
第１種 

壁紙 

ビニル床タイル 
ビニル床シート 

けい酸カルシウム板第１種 

せっこうボード 

せっこうボード 
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すべての労働者が適正な労働条件のもとで安心して働くことができるよう、事業場において
は労働基準関係法令を遵守して、法定労働条件を確保し、一層改善していくとともに、労働者
の心身の健康を害するような長時間にわたる過重労働をなくす必要があります。 

 

平成31年・令和元年 令和２年 令和３年

2,456 2,812 3,542

1,712（69.7％） 1,935（68.8％） 2,481（70.0％）

労働条件の明示

　　　　　（15条）
209（ 8.5％） 188（ 6.7％） 264（ 7.5％）

労働時間・休日等

（32・34・35条等）
581（23.7％） 499（17.7％） 674（19.0％）

割 増 賃 金

　　　　　（37条）
423（17.2％） 366（13.0％） 456（12.9％）

就 業 規 則

　　　　　（89条）
208（ 8.5％） 192（ 6.8％） 260（ 7.3％）

安 全 基 準

　　　（20～25条）
517（21.1％） 644（22.9％） 745（21.0％）

健 康 診 断

　　　　　（66条）
470（19.1％） 500（17.8％） 618（17.4％）

監督実施事業場数

違反事業場数

労
働
基
準
法

労
働
安
全

衛
生
法

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

賃 支払 解雇手続

２ 法定労働条件の確保・改善及び長時間労働の是正 

課 題 

法定労働条件の確保等のため個別事業場への監督指導等 
〇 労働者からの申告に基づく監督指導を迅速・的確に行うほか、長時間労働の是正をはじめ、賃

金の適正な支払、36 協定の適正な締結・届出、就業規則の整備などの労働条件の確保・改善対

策を推進するとともに、次の取組を重点的に行います。 

① 時間外労働時間が 1 か月当たり 80 時間を超えていると考えられる事案については事業場等へ

の監督指導を迅速に行います。 

② 窓口において、適正な労働条件の確保等に関し丁寧に説明をし、また、必要な指導を行います。 

③ 11月の「過労死等防止啓発月間」に「過重労働解消キャンペーン」を実施し、事業場に対する

監督指導を重点的に行うほか、「過労死等防止対策推進シンポジウム」などの開催を通じ啓発活

動を行います。 

④ 重大・悪質な労働基準関係法令違反が認められた場合には、刑事事件として送検するなどの厳

正な対応を行います。 

⑤ 労働基準関係法令違反の背景に「下請代金支払遅延防止法」等違反が疑われる場合には、公正

取引委員会等に対する通報等を行います。 

  

 

 

 

 

 

 

  
 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

取 組 

 法定労働条件に関する個別事業場への監督指導は、上表のとおり令和３年の１年間で 3,542事業場

に対して行い、2,481 事業場（約 70%）において労働基準関係法令違反の是正指導を行いました。 

 このうち、長時間労働が疑われる事業場（時間外・休日労働が月 80時間を超えていると考えられ

る事業場）については、令和３年度（令和４年１月末時点）に 576事業場に対して監督指導を行い、

206 事業場（約 36%）において違法な時間外・休日労働を確認しました。 

 また、労働者からの申告に基づく監督指導は、上図のとおり令和３年の１年間で 230事業場（違反

率約 67%）に行いました。なお、賃金未払に関する申告が多くみられました。 
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中小企業事業者等が生産性を高めつつ労働時間の短縮等に向けた取組を行いながら、働き方
改革を実現することができるよう、中小企業事業者等に寄り添ったきめ細やかな相談・支援等
を行う必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

３ 中小企業に対する適切な労務管理の助言等 

課 題 

〇 働き方改革関連法が、平成 31 年４月から順次施行されており、なかでも中小企業に対する

時間外労働の上限規制については、令和２年４月から施行されました。（建設業、自動車運

転業務、医業に従事する医師の業務等については、令和６年４月から施行されます。） 

このため、「時間外労働に関する協定（36協定）」の締結・届出のほか、36協定の適正な

運用が行われるよう、次のとおりきめ細やかな相談・支援等を行うとともに、各種助成金

や時間外労働削減事例の紹介等を行います。 

① 労働時間管理をはじめ労務管理の具体的な方法等について、各種説明会や各労働基準監督署

に設けた「労働時間相談・支援コーナー」できめ細やかな相談・支援等を行います。 

② 特に、中小規模事業場に対しては、引き続き、労働基準監督署の職員の個別訪問による具体

的な労務管理の方法などについてきめ細やかな相談・支援等を行い、法定労働条件の履行確保

を図ります。 

③ 「長野働き方改革推進支援センター」や「働き方改革推進支援助成金」などの支援措置の活

用が図られるよう、周知・利用勧奨を行います。 

取 組 

令和２年
(2020年)

令和５年
(2023年)

令和６年
(2024年)

　

　　賃金請求権の消滅時効及び
　　記録保存期間の延長

① 36協定の上限時間は、原則として月45時間、年360時間とする。
② 臨時的な特別な事情がある場合でも、以下の上限規制が適用される（年6回まで）
　・ 年720時間以内
　・ 複数月（２～6か月）平均80時間以内（休日労働含む）
　・ 単月100時間未満（休日労働含む）

　令和６年4月以降に、一般業種と同様の上限時間が適用される。ただし、災害時における
復旧・復興の事業については、複数月平均80時間以内と単月100時間未満の上限規制は、適
用されない。

① 令和６年4月以降に、年960時間以内（休日労働は含まない）が適用される。
② 複数月平均80時間以内と単月100時間未満の規制は、適用されない。
③ 月45時間を超えることができるのは年6回までとする規制は、適用されない。

  具体的な上限時間は今後、省令で定めることとされている。

　月60時間超の時間外労働の割増賃金率を２５％から５０％に引き上げ

① 賃金請求権の消滅時効について、令和２年４月施行の改正民法と同様に５年に延長。
② 賃金台帳等の記録の保存期間について、賃金請求権の消滅時効期間と同様に５年に延長。
③ 割増賃金未払い等に係る付加金の請求期間について、賃金請求権の消滅時効期間と同様に
５年に延長。
④ 経過措置：①～③については、当分の間は３年。施行日以後に賃金支払日が到来する賃金
請求権について、新たな消滅時効期間を適用。

中小企業の割増賃金の猶予措置

一般業種（中小企業）
（大企業は平成31年4月か
ら施行）

医業に従事する医師

施行日

建設業
（交通誘導警備業を含む）

自動車運転業務
（事務職等は除く）

時間外労働
の上限規制

内容 概要

※「中小企業」の範囲は、次のいずれかの事業主となります。 

「小売業（飲食店を含む）」で資本金の額・出資の総額が 5,000万円以下又は常時雇用する労働者の数が 50人以下。 

「サービス業」で資本金の額・出資の総額が 5,000万円以下又は常時雇用する労働者の数が 100人以下。「卸売業」で資本金の

額・出資の総額が１億円以下又は常時雇用する労働者の数が 100人以下。「その他の業種」で資本金の額・出資の総額が３億円

以下又は常時雇用する労働者の数が 300人以下。 

（次頁参照） 
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新型コロナウイルス感染症の影響で、休業や事業の縮小等を余儀なくされ、解雇、退職勧奨
等が行われるおそれがある事業場に対しては、引き続き、適切な労務管理に関する啓発・指導
等の必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

労働基準法の改正により賃金請求権などの時効の期間が延長されています。 

     以下、その概要をお知らせします。 

 

   賃金請求権の消滅時効の延長（法115条） 

       令和2年4月1日以降に支払期日が到来する賃金請求権の消滅時効が2年から 

5年（当分の間は3年）に延長されました。※退職金は今までと同じ5年 

 

      

  
 
     
 
   
 
 
 

※対象となる主な賃金 
・定期賃金（法24条）・休業手当（法26条）・割増賃金（法37条）・年休中の賃金（法39条） 
※賃金台帳や労働者名簿、タイムカードなどの記録の保存期間も同様に5年に延長されてい

ますが、こちらは、当分の間現行の3年のままです。 
 

４ 感染症の影響を踏まえた労務管理に関する啓発指導 

課 題 

(１) 感染症の影響による大量整理解雇等に関する情報の収集・把握 
各労働基準監督署に設置した「新型コロナウイルス感染症に関する特別労働相談窓口」に寄

せられた相談情報はもとより、労働局や公共職業安定所への各種届出や相談、各種報道等から

大量整理解雇等に関する情報を収集し把握します。 

 

(２) 啓発指導等の実施 
把握した情報等から、感染症の影響による大量整理解雇等が行われるおそれがある事案に対

しては、労働基準関係法令や「有期労働契約の締結、更新及び雇止めに関する基準」の違反等の

未然防止あるいは賃金不払等の早期解決を図るため、速やかに関係者に対し、適切な労務管理

がなされるようパンフレット「適切な労務管理のポイント」を活用するなどにより、労働契約法

や裁判例等の情報を提供することに加え、雇用調整助成金の制度等について周知し啓発・指導

等を行います。 

取 組 

お知らせ 
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最低賃金については、生産性向上等に取り組む中小企業・小規模事業者への支援強化、下請
取引の適正化、金融支援等、中小企業・小規模事業者が賃上げしやすい環境の整備に一層取り
組む必要があります。 

（１）賃金の引上げに向けた生産性 
向上等に取り組む企業への支援 

ア) 最低賃金・賃金の引上げには、特に中小企業・小規模事業者の生産性向上が不可欠であり、

業務改善助成金の充実により、業務改善や生産性向上に係る企業のニーズに応え、賃金引上げの

支援を図ります。 

イ) 長野労働局が委託して実施する「働き方改革推進支

援センター」によるワンストップ相談窓口において、生産

性向上等に取り組む事業者等に対する支援を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 最低賃金・賃金引上げに向けた生産性向上等の推進 

課 題 

取 組 

（２）最低賃金制度の適切な運営 
ア) 経済動向、地域の実情（新型コロナウイル

ス感染症による影響を含む）及びこれまでの地

方最低賃金審議会の審議状況などを踏まえつ

つ、充実した審議が尽くせるよう地方最低賃金

審議会の円滑な運営を図っていきます。 

イ) 最低賃金額の改定等については、使用者団

体、労働者団体及び地方公共団体等の広報誌に

掲載を依頼するほか、各種広報媒体等を活用し

て、使用者・労働者等への周知徹底を図ります。 

ウ)最低賃金の履行確保上、問題があると考えら

れる業種等を重点とした監督指導等を行うな

ど、最低賃金の履行確保を図ります。 

＜最低賃金周知のためのポスター＞ 

業務改善助成金の申請件数（年度別） 

（Ｒ３年度分は 1 月末現在） 
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過労死等（業務における過重負荷による脳・心臓疾患や精神障害）の労災請求件数は、下図
のとおり令和３年度の１年間（速報値）で、脳・心臓疾患事案で 9 件、精神障害事案で 23 件
と合計で 32 件となっています。また、石綿関連疾患の労災請求件数は増加傾向にあります（令
和３年度（速報値）は 16 件）。 

 

ア) 業務災害、複数業務要因災害または通勤

災害による労働者の負傷、疾病、障害、死亡

等に対して迅速かつ公正な労災保険給付を

行います。 

イ) 過労死等労災請求事案や石綿関連疾患

労災請求事案については、調査が多岐にわた

ることから、計画的な調査を行うとともに、

労災認定基準等に基づいた迅速かつ公正な

労災認定を行います。 

 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「長野県最低賃金（令和３年10月１日から時間額877円）」

の周知啓発のため、JR長野駅前において、長野県、連合長野

と共同で街頭啓発を行いました。 

また、10月の１か月間、駅前ビジ

ョンにも広報映像が流れました。 

６ 迅速かつ公正な労災認定等 

課 題 

取 組 

街頭行動に先立ち、長野県ＰＲキ

ャラクター「アルクマ」と、連合長野

マスコット「ユニオニオン」の長野県

最低賃金広報大使任命式を行い、

多くの注目を集めました。 

令和3年10月1日（金） 最低賃金周知の駅前街頭啓発を実施しました 

迅速かつ公正な労災認定 
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職場におけるハラスメントは、労働者の尊厳を傷つける、あってはならないことであり、働
く人の能力の発揮の妨げとなります。このため、職場におけるハラスメントの防止措置義務の
履行確保等について、総合的に推進する必要があります。 

ア  早期の紛争解決に向けた 
体制整備 

あらゆる労働問題に関してワンストップで 

対応するため、県内 10か所の総合労働相談 

コーナーにおける相談体制の整備を図るとと 

もに、紛争調整委員会によるあっせん等によ 

り、個別労働紛争の早期の解決を促進します。 

 

 

 

（１）総合労働相談、ハラスメント防止対策の推進 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 働きやすい職場環境の整備 

イ  ハラスメント防止対策の推進 
パワーハラスメント防止対策が法令で義務

化されたことを踏まえ、職場におけるハラスメ

ント防止対策を講ずるよう、事業主に対する指

導を実施することにより法の履行確保を図り

ます。 

課 題 

取 組 

＜「あかるい職場応援団」のホ

ームページサイト＞ 

※厚生労働省による委託事業 
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中小企業・小規模事業者等が生産性を高めつつ労働時間の短縮等に向けた具体的な取組を行
い、働き方改革を実現することができるよう、中小企業・小規模事業者等に寄り添った相談・
支援を推進することが重要です。 

ア  助成金による支援 
生産性を高めながら、労働時間の短縮等に取

り組み、また賃金引上げを行う中小企業・小規

模事業者に対して助成（働き方改革推進支援助

成金）（業務改善助成金）を行います。 

ア  兼業・副業ガイドラインの周知 
副業・兼業を希望する労働者の環境整備に向

けて、「副業・兼業の促進に関するガイドライ

ン」等について、わかりやすい解説パンフレッ

トを活用した周知等を行います 

 

イ  働き方改革推進支援センター 
事業による支援 
「働き方改革推進支援センター」によるワン

ストップ相談窓口において、関係機関や本省が

実施する委託事業と連携を図りつつ、窓口相談

や個別訪問支援、セミナーの実施に加え、業種

別団体等に対する支援を実施する等、きめ細や

かな支援を行います。 

（２）生産性を高めながら労働時間の縮減等に取り組む事業者等の支援 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

（３）柔軟な働き方がしやすい職場環境整備のための周知・啓発 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課 題 

ウ  好事例紹介、助言等 
働き方･休み方改善ポータルサイトを通じた

企業の改善策の提供と好事例の紹介、働き方・

休み方改善コンサルタントによる専門的な助

言・指導等を行います。 

取 組 

・副業・兼業に関し、労働時間管理・健康管理上のルールや、労災保険の取扱いについて、一
層の周知が必要です。 
・雇用型テレワークについて、使用者が適切に労務管理を行い、労働者が安心して働くことが
できる良質なテレワークの導入・実施を進めていくことが必要です。 

 

課 題 

取 組 

イ  テレワーク導入に向けた支援
制度の周知 

「テレワークの適切な導入及び実施の推進の

ためのガイドライン」及び関連助成金の活用、

また、テレワーク導入の課題について、ワンス

トップでの総合的な相談支援拠点である「テレ

ワーク相談センター」の紹介、セミナーについ

て、積極的な周知を行います。 

 

＜長野労働局ホームページ「働き方改革」コーナーの一例＞ 
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新型コロナウイルス感染症の影響により、休業を余儀なくされた労働者の雇用の維持・継続
のために対策を講じていく必要があります。また、一時的な在籍型出向等により、休業とは異
なる形で雇用の維持・継続のための対策を講じていく必要もあります。 

雇用調整助成金等による雇用維持の取組への支援 
 ア) 雇用調整助成金等により、引き続

き休業により雇用の維持・継続に取り

組む事業主を支援します。 

イ) 産業雇用安定助成金により出向元

と出向先双方の企業を一体的に支援す

るとともに、長野県在籍型出向等支援

協議会において産業雇用安定センター

等関係機関と連携し、在籍型出向を活

用した雇用の維持・継続を促進します。 

（１）人材確保対策コーナーでの支援、 
「医療・福祉分野充足促進プロジェクト」の推進 

イ) 潜在求職者の積極的な掘り起こし、求人

条件緩和指導等の「医療・福祉分野充足促進プ

ロジェクト」を推進します。 

ア) 医療・介護・保育分野など雇用吸収力の

高い分野の求人と、コロナ禍で離職を余儀な

くされた方を含む求職者とのマッチングを強

化するため、人材確保対策コーナーをはじめ

とする各ハローワークでの支援、関係団体等

と連携した取組を行います。 

医療・福祉分野等の人手不足分野において人材確保が課題となっています。 
人手不足分野への職種転換や、地域を越えた再就職支援等により、意欲・能力を活かして活

躍できる環境整備等を進めることが重要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 雇用の維持・在籍型出向の取組への支援 

課 題 

取 組 

課 題 

２ 人手不足分野や地域間の円滑な労働移動の推進 

取 組 

 Ⅱ 雇用維持・労働移動等に向けた支援やデジタル化への対応 
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地域の関係者が参画する地域訓練協議会等

において、これまで実施した訓練コースの検

証や見直し等を行い、より的確に地域のニー

ズを捉えた訓練コースの設定を促進します。 

（２）地域のニーズを踏まえた職業 
訓練のコースの設定 

介護・障害福祉分野における人材確保を

支援するため、下記の取組等を実施します。 

○ハローワーク、訓練機関及び福祉人材

センターの連携強化による就職支援 

○介護・障害福祉分野訓練枠の拡充のた 

め、職場見学・職場体験の実施を要件 

に、訓練委託費等の上乗せ 

（３）雇用と福祉の連携による、離 
職者への介護・障害福祉分野へ
の就職支援 

（４）都市部から地方への移住を伴う地域を
越えた再就職等の支援 

「銀座ＮＡＧＡＮＯ」のレイアウト変更により、長野県移住・交流センターが４階から５階に移転し、令和３年10月

にリニューアルオープンしました。 

このリニューアルにより、地方自治体が移住セミナー等を行える「セミナーエリア」、利用者が個別に移住相談を

できる「個別ブースエリア」、「フリー相談エリア」を設置し、様々なイベントや企業、個人との相談ができるようになり

ました。 

長野県産の木材をふんだんに使ったゆとりのあるフロアの中で、県や各市町村と連携し、「ながの」の魅力を発

信しながら、移住希望者の方への就職支援を行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 
＜長野県作成リーフレットより転載＞ 

取 組 

ア) 長野県との一体的実施事業として、「銀座

ＮＡＧＡＮＯ」内の長野県移住・交流センター

において、長野県が行う移住相談と一体で、長

野県内で就労するための就職相談を行ってい

ます。 

イ) 新規学校卒業者を含むＵＩＪターン就

職希望者に対して、長野県での就労の状況や

求人情報を提供するとともに、専門の就職支

援ナビゲーターによる個別の就職支援等を

行っています。 

令和３年10月、「銀座NAGANO」の長野県移住・交流センターがリニューアルオープンしました 
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（１）デジタル分野における新たな 
スキルの習得による円滑な再
就職支援 

新型コロナウイルス感染症の影響によるデジタル化の加速等により、働く人に求められるス
キルの変化が想定される中、時代に応じた技術革新と産業界のニーズに合った能力開発を講じ
ることにより、円滑な再就職を実現する必要があります。 

また、利用者の利便性を向上するため、オンラインによるハローワークサービスの活用を推
進する必要があります。 

（２）ハローワークの職業紹介業務 
のオンライン・デジタル化の
推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一定レベルのＩＴ分野の資格取得を目指す

訓練を実施する訓練実施機関に対し、訓練委

託費等の上乗せを行い、訓練コースの拡充を

図ります。 

また、デジタル分野の訓練の受講を促進し、

きめ細かな就職支援により、再就職の実現を

図ります。 

ア) 令和３年９月に刷新されたハローワー

クシステムによりオンラインでの求人提出

や応募ができるようになったことから、こ

れらのツールを活用していただけるよう周

知するとともに、全てのハローワークでオ

ンラインによる職業相談を実施できる体制

を整備し、サービス向上を図ります。 

イ) ＵＩＪターンの就職希望者を含めた求

職者を対象として、オンラインで面接がで

きる合同面接会の開催を検討します。 

３ デジタル化の推進 

課 題 

取 組 
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男女ともに仕事と育児等を両立できるようにするため、改正育児・介護休業法の改正内容の
周知が必要であり、仕事と家庭を両立しながらキャリア形成を進められるよう、両立支援の取
組を促進することが重要です。 

 

 

 

 
 

（１）男女とも仕事と育児を両立しやすい環境の整備に向けた企業の取組支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 

 Ⅲ 多様な人材の活躍促進 

１ 女性活躍・男性の育児休業取得等の促進 

課 題 

取 組 

男性の育児休業取得促進のため、創設された産後

パパ育休制度や妊娠・出産を申出した労働者に対す

る個別の周知・意欲確認の措置の義務付け等を内容

とする育児・介護休業法の改正についての周知を図

るほか、施行された後の着実な履行を図ります。 

ア 育児・介護休業法の周知及び履行確保 

「イクメンプロジェクト」において作成する改正法 

イ 環境整備に向けた企業の取組支援 

１ ＜令和４年４月１日施行＞育児休業を取得しやすい雇用環境整備や、妊娠・出産（本人または配偶者）の申

し出をした労働者に対する育児休業取得等に関する意向確認等の措置が義務となります。 

２ ＜令和４年４月１日施行＞「事業主に引き続き雇用された期間が１年未満である」有期雇用労働者であって

も、育児・介護休業を取得することが出来ます（除外する場合は労使協定が必要）。 

に沿った企業の取組事例集や研修資料の活用を促すとともに、育休復帰支援プランに基づい

て育児休業の円滑な取得、職場復帰に取り組んだ事業主に対する両立支援等助成金の活用を

推進し、男女とも仕事と育児が両立できる職場環境の整備を図ります。 

【 法改正 】 育児・介護休業法 主な改正ポイント  

長野労働局ホームページに改正法

の解説資料を掲載しています。 

お知らせ 

３ ＜令和４年 10 月１日施行＞男性

育休取得促進のため、産後パパ育休

（出生時育児休業）が創設されます。 
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女性の活躍推進を更に進め、誰もが働きやすい就業環境を整備するため、改正女性活躍推進
法の周知徹底を図ることが重要です。 

（２）ハローワークマザーズコーナーによる子育て中の女性等に対する就職支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）女性活躍推進のための行動計画に基づく企業の取組支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア) 子育てをしながら就職を希望する女性等を対象としたハロ

ーワークの専門窓口（長野・松本・上田・飯田マザーズコーナー）

において、個々の求職者のニーズに応じたきめ細かな就職支援を

実施するとともに、関係機関と密接に連携して各地域で開催され

るイベント等での出張相談等を実施します。 

イ) 仕事と家庭の両立ができる求人の確保を推進します。 

取 組 

令和４年４月１日より、改正女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画の策定や情報公表

の義務が常用労働者数101人以上の事業主に拡大されるため、着実な履行確保及び優良企業認定

制度の周知を図るほか、女性の活躍推進企業データベースへの登録を促します。 

課 題 

取 組 

＜「女性活躍推進企業」のデータベースサイト＞ ※厚生労働省による委託事業 

女性活躍推進法に基づく認定マーク 
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新規学卒者等の雇用の安定のため、きめ細かな就労支援や定着支援等を促進していく必要が
あります。 

新規学卒者の就労・定着のための支援 
新規学卒者及び既卒３年以内の者を対象に、新卒応援ハローワーク等に配置された就職支援

ナビゲーター等による個別支援を実施します。 

新型コロナウイルス感染症の影響により、非正規雇用労働者等の方々の雇用に長期にわたる
影響が生じており、早期の再就職のための就労支援を強化する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

 
 
（１）非正規雇用労働者等の就職支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 新規学卒者等への就職支援 

課 題 

取 組 

また、新規学校卒業者が就職した事業所を、就職支援ナビゲーター等が巡回し、事業主や就

職した新規学校卒業者への面談による定着支援を実施します。 

３ 非正規雇用労働者等へのマッチングやステップアップ支援 

課 題 

取 組 

 ハローワークの就職支援ナビゲーターによる 
求職者の状況に応じたきめ細かな担当者制支援 

担当者制による①セミナーの受講や今後の就職活動の方法等についての方向付け、②希望条件

を丁寧に把握し、求職者に合った求人の選定、③応募書類の個別添削、模擬面接等を行います。 

また、求職者のニーズに合わせた求人開拓を個別に実施します。 

長野県における新規高卒者の求人数・就職内定者数・ 
求人倍率（3 月末現在） 

長野県における新規大学等卒業宇予定者の就職内定者・ 
就職内定率（3 月末現在） 
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同一労働同一賃金をはじめとした雇用形態に関わらない公正な待遇の確保、非正規雇用労働
者の処遇改善や正社員転換制度の普及促進を図る必要があります。 

ア  雇用形態に関わらない公正な 
待遇の確保 
「パートタイム・有期雇用労働法」及び

「労働者派遣法」の履行確保を図るため、

企業に対する報告徴収による助言指導や

指導監督等を実施します。 

ハローワークと地方公共団体が協定等に基づき、生活困難者を対象とした巡回相談や、市役所

内の常設相談窓口の設置により、ハローワークと地方公共団体が一体となって早期かつきめ細か

な就労支援を行い、生活困窮者等の就労による自立を促進します。 

 

（２）同一労働同一賃金など雇用形態に関わらない公正な待遇の確保等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                

 

 

 

 

 

（３）求職者支援制度による再就職支援 

 

 

 
（４）地方公共団体と連携した生活困窮者等に対する就労支援 

 

 

 

 
 

イ  専門家によるきめ細かな支援 

課 題 

取 組 

ウ  正社員化・処遇改善を行う企業への支援 

「働き方改革推進支援センター」による

ワンストップ相談窓口において、労務管理

等の専門家による個別支援、セミナー等を

実施します。 

非正規雇用労働者の正社員化（紹介予定派遣を通じた

正社員化も含む）や処遇改善に取り組んだ事業主に対し

て、キャリアアップ助成金による支援を行います。 

パートタイム・有期
雇用労働法のイメー
ジキャラクター 
「パゆうちゃん」 

就職に必要な技能及び知識を習得するための求職者支援制度の活用を推進します 

取 組 

取 組 

＜「パート・有期労働

ポータルサイト＞ 

※厚生労働省による

委託事業 
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(１) ハローワークの専門窓口における就職相談、 
職業紹介、職場定着までの一貫した伴走型支援 
個別の支援計画に基づき、キャリアコンサルティング、生活設計面の相談、必要な訓練・職場

実習等のあっせん、求職者の適性・能力等を踏まえた求人開拓、就職後の定着支援などを計画的

かつ総合的に実施します。 

就職氷河期世代の活躍の場を更に広げられるよう、地域ごとに対象者を把握した上で、なが
の就職氷河期世代活躍支援プラットフォームを通じて、３年間（令和２年度～４年度）で集中
的に支援する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２) 就職氷河期世代の失業者等を正社員で雇い 
入れる企業への助成金等の活用 

取 組 

ア) 特定求職者雇用開発助成金により、就職

氷河期世代の方の正社員としての就職を推進

します。 

就職氷河期世代も含め、就労に当たって課題を有する無業者の方々に対し、地域若者サポー

トステーションにおいて、関係団体等とも連携しながら、職業的自立に向けた継続的な支援を

推進します。 

(３) 地域若者サポートステーションを通じた継続的な支援 

イ) トライアル雇用助成金により、一定期間

試行雇用し、求職者と求人者の相互理解を促

進することで、継続的な雇用につながるよう

支援を実施します。 

４ 就職氷河期世代の活躍支援 

課 題 

「短期資格等習得コース」において、訓練と職場体験等の一体型の訓練を実施し、職業訓練

受講給付金の活用により、安心して受講できるよう支援します。 

(４) 短期間で取得でき安定就労に有効な資格等の取得支援 
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令和 3 年 10 月時点において長野県の高齢化率は 32.7％と徐々に上昇しているところであ
り、人生 100 年時代を迎える中、働く意欲がある高齢者がその能力を十分に発揮し安心して働
けるよう、高齢者が活躍できる環境の整備が必要です。 

(１) 70 歳までの就業機会確保等に向けた 
環境整備や高年齢労働者の処遇改善を 
行う企業への支援 
定年制の廃止や 70 歳までの定年引上げ・継続雇用制度・創業支援等措置の導入等を積極的に

取り組むよう、(独)高齢・障害・求職者雇用支援機構等の関係機関と連携しながら、企業に働き

かけ、70歳までの就業機会確保に向けた環境整備を図ります。 

65歳以上の再就職支援に重点的に取り組むため、ハローワークの生涯現役支援窓口において、

高齢者のニーズ等を踏まえた個別支援を中心に再就職支援を行います。 

官民問わず障害者の雇用促進や職場定着を一層推進するほか、多様な障害特性に対応した、
適切な就労支援に取り組む必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 高齢者の就労・社会参加の促進 

課 題 

取 組 

(３) 高齢者の特性に配慮した安全衛生対策を 
行う企業への支援 

「高年齢労働者の安全と健康確保のためのガイドライン」（エイジフレンドリーガイドライン）

に基づく対策について指導、啓発し、エイジフレンドリー補助金の周知を図ります。 

(４) シルバー人材センターなどの地域に 
おける多様な就業機会の確保 

ア) 高年齢者の多様な就業ニーズと地域ニ

ーズをマッチングし、高年齢者の生きがいの

充実、地域社会の活性化等を図るために、シ

ルバー人材センターの活用を促進します。 

イ) 地方公共団体が中心となって地域の関係

機関が連携し、高齢者が地域で活躍できるよ

うな就業促進事業を推進します。 

(２) ハローワークの生涯現役支援窓口に 
おけるマッチング支援 

６ 障害者の就労促進 

課 題 
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(１) 中小企業をはじめとした障害者の雇入れ 
支援等 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取 組 

(３) 公務部門における障害者の雇用促進・ 
定着支援 

公務部門における障害者の雇用促進・定着支援を引き続き推進するため、法定雇用率未達成

の地方公共団体を訪問指導するとともに、障害特性に応じた個別支援、障害に対する理解促進

のための研修等を行います。 

(２) 多様な障害特性に対応した就労支援 

ア) 障害者雇用の経験やノウハウが不足し

ている障害者雇用ゼロ企業等に対して、採用

の準備段階から採用後の職場定着まで一貫

したチーム支援等を実施します。 

イ) 障害者の就労支援において雇用と福祉

を繋ぐ機能を有する障害者就業・生活支援セ

ンターについては、より効果的に支援に係る

コーディネートを実施するため、関係機関と

のネットワーク機能の強化を図ります。 

ア) 精神障害者、発達障害者、難病患者であ

る求職者についてハローワークに専門の担

当者を配置するなど多様な障害特性に対応

した就労支援を推進します。 

イ) 障害者の職業能力開発の推進が図られ

るよう、障害者に対して職業訓練の周知や

受講勧奨等を実施します。 
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外国人労働者が、安心して働き、その能力を十分に発揮する環境を確保するため、支援体制
の整備を推進する必要があります。 

(１) 外国人求職者等に対する就職支援 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 外国人に対する支援 

課 題 

取 組 

外国人労働者に対する適正な雇用管理の確保を図るため、事業所訪問等による雇用管理状況

の確認、改善のための助言・援助等を行うとともに、雇用維持のための相談・支援等について

も実施します。 

(２) 雇用管理に関する助言・援助等 

ア) 外国人雇用サービスコーナー設置のハ

ローワーク（長野、松本、上田、飯田、伊那、

諏訪）において、専門相談員による職業相談

や、個々の外国人の特性に応じた求人開拓等

により、早期再就職支援及び安定的な就労の

確保に向けた支援を実施します。 

イ)通訳員の配置、電話通訳、多言語音声翻訳

機器等の活用により、外国人求職者への多言

語による情報発信や相談支援体制の整備を図

ります。 

もにす認定交付式（令和３年 12 月 3 日） 

「もにす」は、障害者と企業が明るい未来や

社会の実現に向けて「ともにすすむ」という

思いをこめた愛称で、令和２年４月から始ま

った認定制度であり、この認定制度を通じ

て、認定を受けた事業主が障害者雇用の

身近なロールモデルとして認知され、地域 

全体の障害者雇用の促進につながります。 

 また、障害者雇用を促進することで、女性、高齢者、外国

人などの誰もが活躍できる多様性のある職場づくりにつながるこ

とが期待できます。 

 

令和３年12月、長野県内で初めて障害者雇用優良中小事業主認定制度（「もにす」認定制度）の
認定をしました 
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ハロトレくん 
希望する仕事に就くため
の職業スキルや知識など
を習得するハロートレー
ニング（公共職業訓練、
求職者支援訓練）を PR
しています。 

外国人就職、就業支援 

障害者就職、就業支援 

仕事と育児の両立支援 

女性が活躍できる職場づくり 

各種助成金による支援 

総合労働相談 

労使の紛争解決援助 

労災認定・保険給付 

多様な働き方に向けた環境づくり 

非正規労働者の公正待遇確保 

ハラスメント防止対策の促進 

最低賃金引上げ・履行確保 

長時間労働是正 

安全・健康な職場づくり 

＜参考＞労働局が行う主な施策・業務と PR キャラクター 

職業相談・紹介 

新規学卒者就職支援 

外国人雇用管理改善 

障害者雇用促進 

高齢者就労等環境づくり 

求人受理・求人確保 

（休業手当等） 

雇用調整助成金等の支給 

（雇用維持のための出向） 

産業雇用安定助成金の支給 

（失業等）雇用保険給付 

主に雇用環境・均等室 

主に職業安定部 

主に労働基準部 

パゆうちゃん 
同一労働同一賃金（正社員と非正規

社員の間の不合理な待遇差の解消）な
ど 「パートタイム・有期雇用労働法」
を周知しています。 

労働現場での災害予防を
呼びかけています。 

たしかめたん 
労働条件の明示・確認の
実施を促進しています。 ちりょうさ 

がん等の病気になっても、治
療をしながら働き続けられる
よう、「治療と仕事の両立支
援」を促進しています。 

職業訓練・再就職支援 

就職氷河期世代支援 

ハローワーク 
マザーズコーナー 
シンボルマーク 
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◆令和４年４月１日現在

総務課
管理、人事、会計、研修
情報公開制度と個人情報保護制度

労働保険徴収室
労働保険関係の成立・消滅
労働保険料の徴収
労働保険事務組合の認可・監査

働き方改革の推進（助成金含む）
総合的ハラスメント対策

紛争解決制度の円滑な運営
局内施策の企画・調整、広報

監督課
長時間労働の是正対策
労働条件の確保・改善対策

健康安全課
労働災害の防止対策
労働者の健康確保対策

賃金室 最低賃金の周知対策

労災補償課

職業紹介・指導、雇用保険事業
若年者雇用対策

職業対策課
高齢者・障害者・外国人雇用対策
各種助成金等の支給

生活困窮者支援
人材開発支援助成金の支給

雇用促進等の各種助成金申請受理

ハローワーク
（公共職業安定所）

長
野
労
働
局

雇用環境・均等室

職業安定課

需給調整事業室

職業安定部

訓練室

労働基準監督署

総務部

労働基準部

ハラスメント防止の相談

女性の活躍推進法等の相談

育児・介護休業等の相談

民事的な労使紛争の相談

女性の活躍推進と均等関係法令の
履行確保（助成金含む）

パート・有期雇用等の相談

労災保険事業、被災労働者の社会
復帰対策

民営職業紹介・労働者募集・労働
者派遣事業の許可・監督

職業能力開発（職業訓練・ジョブ
カード）

労働時間・賃金の支払等労働条件
に関する監督指導
職場の安全衛生・健康管理に関す
る指導
労災保険の給付（業務災害、通勤
災害）

求職受理、求人受理、職業相談、
職業紹介
雇用保険の適用・給付（失業給
付、教育訓練給付等）

総合労働相談窓口

労働基準法令の相談

よくある相談の窓口

電話番号は裏表紙を
ご覧ください

安全衛生関係免許の申請

賃金・解雇等の相談

労災保険の相談

スキルアップの相談

労働者派遣関連の相談

労働保険料の相談

雇用保険給付等の相談

外国人就労関連の相談

雇用関連助成金の相談

就職・求職活動の相談

外国人就労関連の相談

長野労働局の組織と所掌事務・相談先

総合労働相談窓口
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名称  電話番号 FAX 番号 

総務部 
総務課 026-223-0550 026-223-0587 

労働保険徴収室 026-223-0552 026-223-6751 

雇用環境・均等室 026-227-0125(代表) 026-227-0126 

労働基準部 

監督課 026-223-0553 026-223-0591 

健康安全課 026-223-0554 026-223-0591 

賃金室 026-223-0555 026-223-0591 

労災補償課 026-223-0556 026-223-0591 

職業安定部 

職業安定課 026-226-0865 026-226-0157 

職業対策課 026-226-0866 026-226-0157 

訓練室 026-226-0862 026-226-0157 

需給調整事業室 026-226-0864 026-226-0157 

署名 郵便番号 所在地 電話番号 

長 野 署 380-8573 長野市中御所１－２２－１ 026-223-6310 

松 本 署 390-0852 松本市大字島立１６９６ 0263-48-5693 

岡 谷 署 394-0027 岡谷市中央町１－８－４ 0266-22-3454 

上 田 署 386-0025 上田市天神２－４－７０ 0268-22-0338 

飯 田 署 395-0051 飯田市高羽町６－１－５ 0265-22-2635 

中 野 署 383-0022 中野市中央１－２－２１ 0269-22-2105 

小 諸 署 384-0017 小諸市三和１－６－２２ 0267-22-1760 

伊 那 署 396-0015 伊那市中央５０３３－２ 0265-72-6181 

大 町 署 398-0002 大町市大町２９４３－５ 0261-22-2001 

名称 所在地 電話番号 

塩尻市ふるさと
ハ ロ ー ワ ー ク 

〒399-0736 
塩尻市大門一番町 12-
2 塩尻市市民交流セン
ター（えんぱーく）４階 

0263-52-5588 

安曇野市ふるさと
ハ ロ ー ワ ー ク 

〒399-8205 
安曇野市豊科 4960-1 
長野県安曇野庁舎 1 階 

0263-71-1586 

駒ケ根市ふるさと
ハ ロ ー ワ ー ク 

〒399-4112 
駒ケ根市中央 3-5 
駒ケ根市駅前ビルアル
パ３階 

0265-81-7177 

千曲市ふるさと
ハ ロ ー ワ ー ク 

〒387-0011 
千曲市杭瀬下 2-1 
千曲市役所２階 

026-261-3609 

中 野 市 
地域職業相談室 

〒383-0031 
中野市南宮 1-11 
中野市役所南宮庁舎内 

0269-23-4710 

茅 野 市 
地域職業相談室 

〒391-0001 
茅野市ちの 3502-1 
茅野駅前ベルビア２階 

0266-72-2029 

所名 郵便番号 所在地 電話番号 

長 野 所 380-0935 長野市中御所３－２－３ 026-228-1300 

マザーズコーナー長野
長野新卒応援ハローワーク 380-0835 長野市新田町 1485-1 

もんぜんぷら座４Ｆ 
026-228-0333 
026-228-0989 

松 本 所 390-0828 松本市庄内３－６－２１ 0263-27-0111 

松本新卒応援ハローワーク
(ヤングハローワーク松本) 390-0815 松本市深志１－４－２５ 

松本フコク生命駅前ビル 1Ｆ 0263-31-8600 

上 田 所 386-8609 上田市天神２－４－７０ 0268-23-8609 

飯 田 所 395-8609 飯田市大久保町２６３７－３ 0265-24-8609 

伊 那 所 396-8609 伊那市狐島４０９８－３ 0265-73-8609 

篠 ノ 井 所 388-8007 長野市篠ノ井布施高田８２６－１ 026-293-8609 

飯 山 所 389-2253 飯山市飯山１８６－４ 0269-62-8609 

木 曽 福 島 所 397-8609 木曽郡木曽町福島５０５６－１ 0264-22-2233 

佐 久 所 385-8609 佐久市原５６５－１ 0267-62-8609 

小 諸 出 張 所 384-8609 小諸市御幸町２－３－１８ 0267-23-8609 

大 町 所 398-0002 大町市大町２７１５－４ 0261-22-0340 

須 坂 所 382-0099 須坂市墨坂２－２－１７ 026-248-8609 

諏 訪 所 392-0021 諏訪市上川３－２５０３－１ 0266-58-8609 

岡 谷 出 張 所 394-0027 岡谷市中央町１－８－４ 0266-23-8609 

＜参考＞労働局が行う主な施策・業務  
長野労働局組織の所在・連絡先 

 

 

 

 

 

 

 

 

 所在地 〒380-8572 長野市中御所 1-22-1 

公共職業安定所（ハローワーク） ふるさとハローワーク 
（地域職業相談室） 

労働基準監督署（各署に総合労働相談コーナー設置） 


